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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回　　　次
第90期

前第２四半期
連結累計期間

第91期
当第２四半期
連結累計期間

第90期
前第２四半期
連結会計期間

第91期
当第２四半期
連結会計期間

第90期

会　計　期　間

自　平成20年
　　４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 81,332 60,120 41,564 30,370 144,292

経常利益 (百万円) 1,435 819 753 311 1,918

四半期(当期)純利益 (百万円) 916 422 562 164 865

純資産額 (百万円) ― ― 12,140 11,780 10,843

総資産額 (百万円) ― ― 58,290 46,201 43,384

１株当たり純資産額 　 (円) ― ― 287.50 278.50 256.33

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

   (円) 21.95 10.11 13.46 3.93 20.73

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

   (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率    (％) ― ― 20.6 25.2 24.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △285 162 ― ― 4,867

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △39 △153 ― ― △33

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 478 △95 ― ― △4,403

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,755 1,915 1,976

従業員数    (名) ― ― 446 440 447

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

(事業区分の変更)は以下のとおりです。

当第２四半期連結会計期間より、従来「石油関連事業」に区分しておりました石油関連事業を「化学

品関連事業」に含めて区分することとし、「石油関連事業」を廃止し、化学品関連事業、合成樹脂関連事

業、機能材料関連事業、海外業務関連事業の４区分としております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 440［45］

(注)  従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者及び海外の現地採用者を含む。）であり、臨時従業員数は［ ］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外

数で記載しております。なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 222［13］

(注)  従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び海外の現地採用者を含

む。）であり、臨時従業員数は［　］内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【成約及び販売の状況】

(1) 成約状況

当第２四半期連結会計期間における成約残高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金　額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

化学品関連事業 2,336 97.1

合成樹脂関連事業 112 37.0

機能建材関連事業 136 20.1

海外業務関連事業 11,552 130.4

合　　　　計 14,138 115.4

(注)　1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　2.「第５〔経理の状況〕１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおり、当第２四半期連

結会計期間より事業の種類別セグメントを変更いたしております。このため、前年同四半期比較については、

前年同四半期の金額を変更後の区分に組み替えて行っております。

　

(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金　額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

化学品関連事業 15,938 68.8

合成樹脂関連事業 6,062 72.8

機能建材関連事業 5,184 86.0

海外業務関連事業 3,184 78.6

合　　　　計 30,370 73.1

(注)  1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　2.「第５〔経理の状況〕１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおり、当第２四半期連

結会計期間より事業の種類別セグメントを変更いたしております。このため、前年同四半期比較については、

前年同四半期の金額を変更後の区分に組み替えて行っております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上のリ

スクに重要な変更及び新たに生じたリスクはありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、中国を中心としたアジア向け輸出増加や鉱工業生産

の回復等により企業収益の減少テンポは緩やかとなり、景気に持ち直しの動きが見られるようになりまし

た。

しかしながら、引続き設備投資や住宅建設は減少し雇用情勢は悪化しており、海外景気の下振れ懸念など

の景気下押しリスクもあるため、依然として厳しい経済状況が続いております。

このような状況下、当社グループといたしましては、引続き当社グループの得意分野である中国関連取引

を中心に注力分野の強化・深耕に取り組み、事業を推進してまいりましたが、世界同時不況による急速な需

要減少と市況悪化の影響が続いたため、当第２四半期連結会計期間の当社グループの売上高は303億7千万

円（前年同四半期比26.9％減）、営業利益は2億9百万円（同69.0％減）と前年同四半期を下回る結果とな

りました。

また、借入金残高等の減少により金融費用が減少し、事業投資先の持分法による投資利益が直前四半期に

比べ回復したものの、売上高減少により、経常利益につきましては3億1千1百万円（同58.6％減）となり、四

半期純利益につきましては1億6千4百万円（同70.8％減）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、「第５〔経理の状況〕１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおり、当第

２四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントを変更いたしております。このため、前年同四半期比較

については、前年同四半期の金額を変更後の区分に組み替えて行っております。

①化学品関連事業

当第２四半期連結会計期間におきましては、塗料・接着剤用薬品や有機溶剤等を中心とした国内取引

は持ち直し傾向が続きましたが、前年度下期に生じた急速な需要減少と市況悪化の影響による在庫調整

の影響から脱しきれず、総じて低調に推移いたしました。 

　また、鉱産物・難燃剤関連製品及び無機薬品等の輸入取引も、在庫調整の進展により需要がやや回復致

しましたが、一部の商品を除いては本格化するには至りませんでした。 

　石油関連製品の貿易取引及び在中国子会社における石油製品販売は、好調な中国経済を背景に順調に回

復しておりますが、国内石油製品販売は、生産活動の低迷による需要減少が続き低調に推移いたしまし

た。 

　この結果、当第２四半期連結会計期間の化学品関連事業の売上高は159億3千8百万円（同31.2％減）、営

業利益は4億2千万円（同32.6％減）となりました。 
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②合成樹脂関連事業

当第２四半期連結会計期間におきましては、自動車部品関連取引、液晶パネル用フィルム関連取引は、

直前四半期に続いてやや持ち直したものの、引続き需要減少と在庫調整の影響が見られたため低調に推

移いたしました。 

　また、包装用資材取引や樹脂原料取引等につきましても総じて低迷いたしました。 

　この結果、当第２四半期連結会計期間の合成樹脂関連事業の売上高は60億6千2百万円（同27.2％減）、

営業利益は1千8百万円（同78.9％減）となりました。

　

③機能建材関連事業

当第２四半期連結会計期間におきましては、引続き、改修需要が比較的堅調であったため、防水資材取

引は引続き順調に推移いたしました。 

　また、断熱材や住宅内装部材の取引も、直前四半期との比較ではやや改善いたしましたが、建築着工件数

が減少するなど建設不況が続く中、引続き低迷が続きました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の機能建材関連事業の売上高は51億8千4百万円（同14.0％減）、

営業損失は貸倒費用増加のため7千8百万円（同164.7％減）となりました。

　

④海外業務関連事業

当第２四半期連結会計期間におきましては、水産物等の輸入食料関連取引は前年実績をやや割り込み、

金属製品の輸入取引については、引続き在庫調整等の影響を強く受けたため減少し、硝子製品の輸入取引

も需要減少による低迷が続きました。 

　一方、発電用設備部材等の輸出取引は直前四半期に続いて堅調な推移をたどりました。  

　この結果、当第２四半期連結会計期間の海外業務関連事業の売上高は31億8千4百万円（同21.4％減）、

営業利益は9百万円（同85.5％減）となりました。 

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比28億1千7百万円増加の462億1百万円と

なりました。

流動資産は資金需要の減少に伴ない売上債権の流動化を減らしたこともあり、売上債権が大きく増加

し、前連結会計年度末比24億3千2百万円増加の361億2千4百万円となりました。

固定資産は主に株価の回復等により投資有価証券が増加したため、前連結会計年度末比3億8千4百万円

増加の100億7千6百万円となりました。 

流動負債は主に仕入高の増加に伴い仕入債務が増加したことに加え、短期借入金の増加により、前連結

会計年度末比26億2千3百万円増加の300億8千8百万円となりました。

固定負債は長期借入金の減少等により前連結会計年度末比7億4千3百万円減少の43億3千3百万円とな

りました。

また、純資産の部は利益剰余金の増加、株価回復によるその他有価証券評価差額金の増加等により前連

結会計年度末比9億3千6百万円増加の117億8千万円となりました。

この結果、自己資本比率は25.2％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は19億1千5百万円と前第２四半期連結会計期

間と比べ1億6千万円の増加となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、3億1千万円（前第２四半期連結会

計期間比10億5千5百万円増）となっております。これは、税金等調整前四半期純利益2億9千万円のうち非

現金収支等を調整した後の資金の増加3億9千8百万円及び仕入債務の増加等による12億2千2百万円の資

金増に対し、売上債権及びたな卸資産の増加等による資金減13億1千万円が生じたことによるものであり

ます。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は、8百万円（同2千7百万円減）となっ

ております。これは、主に短期貸付金の回収による資金増3千5百万円の一方、有形固定資産の取得による

支出1千万円、無形固定資産の取得による支出2百万円、長期貸付金の支出6百万円及び投資有価証券の取

得による支出5百万円等の資金減が生じたことによるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、4億6千9百万円（同17億2百万円

減）となっております。これは、主に短期の借入金の純減少4億6千8百万円によるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

明和産業株式会社(E02563)

四半期報告書

 8/32



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種　　　類 発行可能株式総数(株)

普　　通　　株　　式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在発行数
(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,780,000 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は、100株で
あります。

計 41,780,000 同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年９月30日 ― 41,780 ― 4,024 ― 2,761
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 13,756 32.93

三菱化学株式会社 東京都港区芝四丁目14番１号 4,079 9.77

旭硝子株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 3,849 9.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,594 3.82

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 1,557 3.73

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番４号 1,491 3.57

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,162 2.78

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 840 2.01

三菱瓦斯化学株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 537 1.29

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 388 0.93

計 ― 29,256 70.02

(注)　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,146千株でありま

す。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式      16,500― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  41,757,600 417,576 ―

単元未満株式 普通株式       5,900― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 41,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 417,576 ―

(注)  「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式22株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
明和産業株式会社

東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号

16,500 ― 16,500 0.04

計 ― 16,500 ― 16,500 0.04

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 164 160 200 209 206 187

最低(円) 111 137 160 147 185 164

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成　20年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第２四半

期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年

４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツに

よる四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21

年７月1日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,915 1,976

受取手形及び売掛金 ＊2
 29,230

＊2
 26,405

商品 4,126 4,084

その他 1,440 1,645

貸倒引当金 △587 △419

流動資産合計 36,124 33,692

固定資産

有形固定資産 ＊1
 666

＊1
 687

無形固定資産 48 21

投資その他の資産

投資有価証券 7,234 6,474

その他 2,800 3,191

貸倒引当金 △672 △682

投資その他の資産合計 9,362 8,983

固定資産合計 10,076 9,691

資産合計 46,201 43,384

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 23,939 21,935

短期借入金 5,359 4,478

未払法人税等 124 198

賞与引当金 34 41

その他 629 810

流動負債合計 30,088 27,464

固定負債

長期借入金 2,300 3,300

退職給付引当金 261 245

役員退職慰労引当金 117 161

負ののれん 34 38

その他 1,618 1,331

固定負債合計 4,333 5,076

負債合計 34,421 32,541
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,024 4,024

資本剰余金 2,761 2,761

利益剰余金 4,680 4,260

自己株式 △3 △3

株主資本合計 11,461 11,041

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 756 272

繰延ヘッジ損益 △45 △3

為替換算調整勘定 △541 △605

評価・換算差額等合計 169 △336

少数株主持分 148 137

純資産合計 11,780 10,843

負債純資産合計 46,201 43,384
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 81,332 60,120

売上原価 76,195 55,689

売上総利益 5,136 4,431

販売費及び一般管理費 ＊
 3,816

＊
 3,712

営業利益 1,319 719

営業外収益

受取利息 22 16

受取配当金 60 43

負ののれん償却額 5 3

持分法による投資利益 233 125

その他 28 33

営業外収益合計 350 222

営業外費用

支払利息 122 64

手形売却損 28 13

売掛金売却損 35 12

その他 48 32

営業外費用合計 234 122

経常利益 1,435 819

特別利益

貸倒引当金戻入額 73 30

その他 1 0

特別利益合計 75 30

特別損失

固定資産売却損 15 －

投資有価証券評価損 － 25

持分変動損失 － 26

その他 5 4

特別損失合計 21 56

税金等調整前四半期純利益 1,490 793

法人税、住民税及び事業税 481 136

法人税等調整額 80 223

法人税等合計 562 360

少数株主利益 11 10

四半期純利益 916 422
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 41,564 30,370

売上原価 38,959 28,139

売上総利益 2,605 2,230

販売費及び一般管理費 ＊
 1,930

＊
 2,020

営業利益 674 209

営業外収益

受取利息 12 8

受取配当金 21 12

負ののれん償却額 2 1

持分法による投資利益 124 119

その他 31 19

営業外収益合計 192 161

営業外費用

支払利息 66 32

手形売却損 13 6

売掛金売却損 18 5

その他 15 15

営業外費用合計 114 59

経常利益 753 311

特別利益

貸倒引当金戻入額 49 －

その他 0 0

特別利益合計 49 0

特別損失

固定資産売却損 4 －

投資有価証券評価損 － 20

ゴルフ会員権評価損 2 －

その他 0 0

特別損失合計 7 21

税金等調整前四半期純利益 794 290

法人税、住民税及び事業税 234 50

法人税等調整額 △7 70

法人税等合計 227 121

少数株主利益 5 5

四半期純利益 562 164
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,490 793

減価償却費 33 34

負ののれん償却額 △5 △3

持分法による投資損益（△は益） △189 △80

貸倒引当金の増減額（△は減少） △22 169

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25 16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 △43

賞与引当金の増減額（△は減少） △4 △6

受取利息及び受取配当金 △83 △59

支払利息 122 64

投資有価証券評価損益（△は益） － 6

出資金評価損 － 18

固定資産売却損益（△は益） △1 △0

持分変動損益（△は益） － 26

売上債権の増減額（△は増加） △1,550 △314

売上債権流動化による収入 △62 △2,252

たな卸資産の増減額（△は増加） △377 △12

仕入債務の増減額（△は減少） 927 1,956

その他の流動資産の増減額（△は増加） 22 0

その他投資等の増減額（△は増加） 64 189

その他の流動負債の増減額（△は減少） 18 △125

その他の固定負債の増減額（△は減少） 71 44

その他 △11 △57

小計 478 364

利息及び配当金の受取額 101 90

利息の支払額 △124 △63

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △740 △229

営業活動によるキャッシュ・フロー △285 162

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △2 △6

投資有価証券の売却による収入 10 －

出資金の売却による収入 0 －

有形固定資産の取得による支出 △14 △17

有形固定資産の売却による収入 2 0

短期貸付けによる支出 △1 △0

短期貸付金の回収による収入 55 60

長期貸付けによる支出 △98 △67

関係会社事業損失に係る支出 － △120

その他 9 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △39 △153
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,178 107

長期借入れによる収入 1,500 －

長期借入金の返済による支出 △2,200 △200

少数株主への配当金の支払額 － △0

その他 △0 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 478 △95

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 24

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 156 △61

現金及び現金同等物の期首残高 1,598 1,976

現金及び現金同等物の四半期末残高 *
 1,755

*
 1,915
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月1日  至  平成21年９月30日)

　　　該当事項はありません。　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　持分法の適用に関する事項の変更

　　持分法適用の関連会社

　クミ化成㈱については、同社の海外子会社３社及び海外関連会社１社に対する投資について持分法を適

用して認識した損益が連結財務諸表に与える影響が大きいため、当該４社の損益をクミ化成㈱の損益に含

めて計算しており、持分法適用会社数はクミ化成㈱グループ全体を１社として表示おりましたが、第１四

半期連結会計期間より、四半期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないクミ化成㈱の海外関連会社１社の損益をクミ化成㈱の損益から除外して計算しております。な

お、持分法適用会社数はクミ化成㈱グループ全体を１社として表示しております。

　また、高和精工(上海)有限公司については、出資持分の全てを譲渡したことに伴い第１四半期連結会計期

間より関連会社でなくなりました。　　

　

【表示方法の変更】

　当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)及び当第２四半期

連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　　　該当事項はありません。　

　

　

【簡便な会計処理】

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　　　該当事項はありません。　

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　　　該当事項はありません。　
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,446百万円

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,436百万円 

＊２ 売上債権の流動化

  当社は、受取手形及び売掛債権の流動化を行ってお

り、当第２四半期連結会計期間末の金額は次のとおり

であります。

受取手形譲渡額 2,167百万円

売掛金譲渡額 2,121　〃

計 4,289百万円

＊２ 売上債権の流動化

　当社は、受取手形及び売掛債権の流動化を行ってお

り、当連結会計年度末の金額は次のとおりであります。

受取手形譲渡額 3,233百万円

売掛金譲渡額 3,538　〃

計 6,772百万円

  ３ 保証債務

　当社の従業員及び連結会社以外の会社の金融機関か

らの借入に対し、債務保証を行っております。

従業員住宅ローン 28百万円

  ３ 保証債務

　当社の従業員及び連結会社以外の会社の金融機関か

らの借入に対し、債務保証を行っております。

従業員住宅ローン 31百万円

  ４ 受取手形割引高　　　　　  　 　    71百万円   ４ 受取手形割引高　　　　 　　　　 　 64百万円

５ 当社グループは運転資金の効率的な調達を行うた

め主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しておりま

す。　　　

　この契約に基づく当第２四半期連結会計期間末にお

ける借入未実行残高は次のとおりです。

当座貸越契約の総額 4,540百万円

借入実行額 140　〃

計 4,400百万円

５ 当社グループは運転資金の効率的な調達を行うた

め主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しておりま

す。　　　

　この契約に基づく当連結会計年度末における借入未

実行残高は次のとおりです。

当座貸越契約の総額 4,540百万円

借入実行額 220　〃

計 4,320百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

給料手当 1,160百万円

賞与引当金繰入額 43　〃

貸倒引当金繰入額 56　〃

役員退職慰労引当金繰入額 20　〃

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

給料手当 1,144百万円

賞与引当金繰入額 34　〃

貸倒引当金繰入額 199　〃

役員退職慰労引当金繰入額 23  〃

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

給料手当 584百万円

賞与引当金繰入額 43　〃

貸倒引当金繰入額 31　〃

役員退職慰労引当金繰入額 10　〃

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

給料手当 568百万円

賞与引当金繰入額 34　〃

貸倒引当金繰入額 215　〃

役員退職慰労引当金繰入額 13  〃

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

＊　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,755百万円

現金及び現金同等物 1,755百万円

＊　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,915百万円

現金及び現金同等物 1,915百万円

　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 41,780,000

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 16,522
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(リース取引関係)

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前

連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動は

ありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　
化学品関連
事業

(百万円)

合成樹脂関
連事業

(百万円)

機能建材関
連事業

(百万円)

石油関連事
業

(百万円)

海外業務関
連事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

16,4738,3236,0316,6854,05041,564 － 41,564

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

122 198 4 93 43 463（463） －

計 16,5968,5216,0366,7794,09442,027（463） 41,564

営業利益 369 86 121 254 62 894（220） 674

 

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
化学品関連
事業

(百万円)

合成樹脂関
連事業

(百万円)

機能建材関
連事業

(百万円)

海外業務関
連事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

15,938 6,062 5,184 3,184 30,370 － 30,370

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

△17 196 2 4 187 （187） －

計 15,920 6,259 5,187 3,189 30,557（187） 30,370

営業利益又は
営業損失(△)

420 18 △78 9 368 （159） 209
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　
化学品関連
事業

(百万円)

合成樹脂関
連事業

(百万円)

機能建材関
連事業

(百万円)

石油関連事
業

(百万円)

海外業務関
連事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

31,92416,70611,99413,0127,69581,332 － 81,332

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

235 413 10 161 62 884（884） －

計 32,16017,12012,00413,1747,75782,217（884） 81,332

営業利益 737 180 216 478 164 1,777（457） 1,319

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各区分の主な製品

　　事業区分 　　　　　　　　　　　　主要商品

化学品関連事業 有機及び無機工業薬品、石油化学製品、食品添加物、農薬、医薬品、合成ゴム、肥料、

難燃剤、炭素製品等

合成樹脂関連事業 合成樹脂原料並びに製品等

機能建材関連事業 硝子繊維等の建築資材、木材及び木材製品等

石油関連事業 石油製品等

海外業務関連事業 医療機器、農水産物、鋳造物、継手、硝子製品等

３　事業区分の変更

        第１四半期連結会計期間より、従来「燃料・物資関連事業」に区分しておりました物資関連事業（硝子製品

　　　　の輸入販売）を「海外業務関連事業」に含めて区分しております。この変更は、連結財務諸表提出会社に

　　　　おいて、同事業を貿易ビジネスに経験豊富な海外業務部門で所管することが今後の同事業の展開に有用で

　　　　あると判断し、管理組織の異動を行ったことによるものであります。また、この事業区分の変更に伴い、

　　　　「燃料・物資関連事業」の名称は「石油関連事業」に変更いたしております。この結果、従来の区分の方法　

　　　　と比較して、当第２四半期連結累計期間の石油関連事業の売上高は、895百万円減少し、営業利益は、13百

　　　　万円減少しており、海外業務関連事業については、それぞれ同額増加しております。

　

EDINET提出書類

明和産業株式会社(E02563)

四半期報告書

24/32



　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　
化学品関連
事業

(百万円)

合成樹脂関
連事業

(百万円)

機能建材関
連事業

(百万円)

海外業務関
連事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

30,89412,07010,178 6,978 60,120 － 60,120

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

113 361 5 33 514 （514) －

計 31,00712,43210,183 7,011 60,635（514) 60,120

営業利益又は
営業損失(△)

898 73 △34 127 1,065 （345) 719

(注) １　事業の区分は、商品の種類、市場の類似性等に照らし内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な商品

　　事業区分 　　　　　　　　　　　　主要商品

化学品関連事業 有機及び無機工業薬品、石油化学製品、食品添加物、農薬、医薬品、合成ゴム、肥料、

難燃剤、炭素製品、各種石油製品等

合成樹脂関連事業 合成樹脂原料並びに製品

機能建材関連事業 防水資材、断熱材、木材、新建材等の建築資材、木材製品等

海外業務関連事業 医療機器、農水産物、鋳造物、継手、硝子製品等

３　事業区分の変更

　      当第２四半期連結会計期間より、従来「石油関連事業」に区分しておりました石油関連事業を「化学品

　　　  関連事業」に含めて区分することとし、「石油関連事業」を廃止し、化学品関連事業、合成樹脂関連事業、

        機能材料関連事業、海外業務関連事業の４区分としております。この変更は、平成21年７月１日付にて

　　　　連結財務諸表提出会社において、多様化するエネルギー市場に対応し得る機能の高度化を図るため、化学

　　　　品本部と石油本部の統合を行った結果、事業の種類別セグメントにおいても組織変更後の内部管理区分に

　　　　よることが、事業の内容をより的確に反映出来ると判断したことによるものであります。この結果、従来

　　　　の区分の方法と比較して、当第2四半期連結累計期間において、化学品関連事業の売上高は8,500百万円、

　　　　営業利益は325百万円それぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９

月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の売上高の金額割合が90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載は省略しております。

　

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 8,127 427 8,554

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 41,564

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 19.55 1.03 20.58

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,341 401 6,742

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 30,370

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.88 1.32 22.20

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 15,455 950 16,406

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 81,332

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 19.00 1.17 20.17

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 13,118 921 14,039

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 60,120

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 21.82 1.53 23.35

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

EDINET提出書類

明和産業株式会社(E02563)

四半期報告書

27/32



(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成21年9月30日)
前連結会計年度末
(平成21年3月31日)

　 　

　 278円50銭
　

　 　

　 256円33銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成21年9月30日)

前連結会計年度末
(平成21年3月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 11,780 10,843

普通株式に係る純資産額(百万円) 11,631 10,705

差額の主な内訳(百万円) 　 　

  少数株主持分 148 137

普通株式の発行済株式数(千株) 41,780 41,780

普通株式の自己株式数(千株) 16 16

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 41,763 41,763

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年4月 1日
至  平成20年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年4月 1日
至  平成21年9月30日)

１株当たり四半期純利益金額 21円95銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 10円11銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

　

(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 2. １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年4月 1日
至  平成20年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年4月 1日
至  平成21年9月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 916 422

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 916 422

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,763 41,763
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年7月 1日
至  平成20年9月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年7月 1日
至  平成21年9月30日)

１株当たり四半期純利益金額 13円46銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 3円93銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

　

(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 2. １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年7月 1日
至  平成20年9月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年7月 1日
至  平成21年9月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 562 164

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 562 164

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,763 41,763

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成２０年１１月１１日

　

明　和　産　業　株　式　会　社
　

取　　締　　役　　会 御中

　

　

監 査 法 人　ト　ー　マ　ツ 　

　

指定社員
 
業務執行社員

　

公認会計士 杉 　 本　  茂　  次印

　

指定社員
 
業務執行社員

　

公認会計士 岩　　下　　稲 　 子 印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明

和産業株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結累計

期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成２０

年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

　セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）３に記載されているとおり、会社は第１四半期連

結累計期間からセグメント情報の事業区分を変更している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上
 
(注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成２１年１１月１１日

　

明　和　産　業　株　式　会　社
　

取　　締　　役　　会 御中

　

　

有限責任監査法人　トーマツ 　
　

　 　

　

指定有限責任社員
 
業務執行社員

　

公認会計士 杉 　 本　  茂　  次印

　

指定有限責任社員
 
業務執行社員

　

公認会計士 岩　　下　　稲 　 子 印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明

和産業株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成２１

年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報 

　セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）３に記載されているとおり、会社は当第２四半期

連結会計期間からセグメント情報の事業区分を変更している。 

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

 
(注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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